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１．研究科・専攻の概要・目的 

 九州大学は教育憲章において「日本の様々な分野に

おいて指導的な役割を果たし、アジアをはじめ広く全世

界で活躍する人材を輩出し、日本及び世界の発展に貢献

することを目的とする。」と宣言し、指導者の育成を目指

している。歯学府においても「指導的歯科医師」を育成

することを教育理念としている。 

アドミッションポリシーに関しては「高度な学術情報

の発信者、国際連携の推進者、かつ歯科医療や口腔保健

行政の指導者等の育成、豊かな科学性、論理性を備えた

臨床医の育成をアドミッションポリシーとする。」と宣言

している。 

九州大学歯学府（大学院）の出願資格は下記の６条件

の内いずれかに該当するものである。 

 (1) 大学の医学，歯学又は獣医学を履修する課程を

卒業した者 

 (2) 外国において学校教育における18年の課程を

修了した者に相当する者 

 (3) 文部大臣の指定した者 

 (4) 大学の医学，歯学若しくは獣医学を履修する課

程に4年以上在学し，又は外国において学校教

育における医学，歯学若しくは獣医学を履修す

る課程を含む16年の課程を修了し，本学府にお

いて，所定の単位を優れた成績をもって修得し

たものと認めた者 

 (5) 本学府において，個別の入学資格審査により，

大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者で，24歳に達したもの 

 (6) 本学府において，大学の医学，歯学又は獣医学

を履修する課程を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者 

九州大学歯学府の標準修業年限は４年であり、１学

年の定員は４３名である。また、一般入学者以外に社

会人特別選抜（昼夜開講）と外国人特別選抜がある。

教員としては９５名の大学院歯学研究院教員と４８名 

 

 

の九州大学病院教員が指導を行っている。 

なお、専攻分野として口腔常態制御学、口腔保健推進

学、口腔機能修復学、口腔学顔面病態学、全身管理歯科

学、総合歯科学、口腔保健開発学、口腔生体応答学が設

置されている。口腔常態制御学専攻の教育分野としては

口腔細胞分子生物学、硬組織構造解析学、硬組織再生制

御学、口腔細胞工学、口腔機能分子科学、口腔機能解析

学、加齢口腔科学がある。口腔保健推進学専攻の教育分

野には口腔感染免疫学、環境社会歯科学、口腔予防科学、

口腔常態機能発達学、小児口腔医学、咬合再建制御学が

ある。口腔機能修復学専攻には生体材料工学、口腔分子

生物応用学、口腔生体機能工学、歯内疾患制御学、歯周
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疾患制御学、咀嚼機能制御学、咀嚼機能再建学がある。

口腔学顔面病態学専攻には口腔顎顔面病態病理学、口腔

病態診断科学、口腔画像情報科学、口腔顎顔面外科学、

顎顔面腫瘍制御学、口腔難治性疾患治療学、口腔生体統

御学がある。全身管理歯科学専攻および総合歯科学専攻

にはそれぞれ、全身管理歯科学と総合歯科学がある。口

腔保健開発学専攻には口腔保健開発技法学、地域口腔保

健開発学がある。口腔生体応答学専攻には口腔生体応答

学がある。 

歯学府に入学する学生は上記の専攻の中から一つの専

攻を選択する。 

入学した学生は低年次総合カリキュラムから８単位以

上、選択したそれぞれの専攻分野で開講されているコア

カリキュラムから１６単位以上、高年次専門カリキュラ

ムの６単位、合計３０単位以上を修得しなければならな

い。単位修得の認定は試験または実習報告によって行わ

れる。 

また、本学府に４年以上在籍し、所定の単位を修得し、

さらに独創的な研究に基づく学位論文を提出して、その

審査に合格し、かつ学位論文を中心とする最終試験に合

格したものに、博士（歯学）あるいは博士（学術）ある

いは博士（臨床歯学）の学位を授与する。ただし、在学

期間に関しては優れた研究業績を上げた者は本学府に３

年以上在籍すれば足りるものとしている。 

 博士（歯学）は歯学研究の分野において、研究者とし

て自立した研究活動を行うに必要な高度の研究能力およ

びその基盤となる豊かな学識を有するものに授与する。

博士（学術）は歯科医学の研究と関連する高度な学術研

究に従事し、幅広い分野における先端的研究ができる者

に授与する。博士（学術）の授与にあたっては学位審査

において少なくとも１名を歯学研究院以外の教授が審査

を行う。博士（臨床歯学）は歯科臨床の専門分野におい

て臨床研究活動を行い得る能力を有し、その専門分野に

おいて、指導的役割を果たし得る高度の専門的能力を持

つ職業人として、将来有為な活動ができる者に対して授

与する。 
 
２．教育プログラムの概要と特色 
 前述したように、九州大学は教育目的を、「日本の様々

な分野において指導的な役割を果たし、アジアをはじめ

広く全世界で活躍する人材を輩出し、日本及び世界の発

展に貢献することを目的とする。」と教育憲章にて規定し

ており、＜リーダーの育成＞が九州大学の使命の一つで

ある。九州大学の教育目的達成のために、全学的なリー

ダー育成策が措置されている。例えば、外国人教授の雇

用、大学としての任期制・公募制導入の推進、学内の競

争的研究資金制度などである。また、国際的なリーダー

を育成するためには語学教育の重点化が必須であるとの

判断から授業料増収分の一部を語学教育に特化した形で

執行している。 
歯学府においても九州大学教育憲章にのっとり、「指導

的歯科医師」を育成することを教育理念としている。採

択された「歯学国際リーダーの育成プログラムは」は九

州大学建学の目的の一つである＜リーダー育成＞を歯学

府において飛躍的に増進させるイニシアティブプログラ

ムであると位置づけられる。（図１） 
歯学国際リーダーは歯学における国際リーダーであり、

歯学が臨床系学問領域であることから研究部門の国際リ

ーダーである＜歯学研究国際リーダー＞と、臨床部門の

国際リーダーである＜臨床歯学国際リーダー＞を育成す

る必要がある。したがって、本教育プログラムにおいて

も両者の国際リーダーを育成する。 
歯学国際リーダーの育成においては、１）基盤的専門

知識、２）国際討議能力、３）企画立案運営能力、４）

高い倫理観、強い責任感と積極性 を教育する必要がある。 

 
図１ 履修プロセスの概念図 
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特に、語学力不足に基づく国際的討議能力の欠如が本邦

における問題点であると認識し、徹底した語学教育を行

う。 
代表的プログラムの内容としては 

① 国際シンポジウムの開催 
② 競争的研究院内研究事業 
③ 競争的国際学会派遣事業 
④ 若手教員による個別指導事業 
⑤ 外国人教授・研究者招聘事業 
⑥ JICAプログラムへの参画 
⑦ 国際討議力向上事業 
を行った。 
 
３．教育プログラムの実施状況と成果 

(1)教育プログラムの実施状況と成果 
国際シンポジウムの開催事業に関しては４回の国際シン

ポジウムを開催した。2 回は再生歯科医学を中心とした

国際シンポジウム（第１回：平成１８年３月１６日 西

鉄グランドホテル、第２回：平成１９年３月１５日 九

州大学医学部百年記念講堂）で２回は口腔健康科学を中 

 

 
心とした国際シンポジウム（第１回：平成１８年７月１

１日 九州大学医学部百年記念講堂、第２回：：平成１

９年２月１５日 九州大学医学部百年記念講堂）である

（図２）。大学院生は企画立案運営に関わり、また、国際

シンポジウムにおいてはシンポジストによる講演（図３）

とともに、発表（図４）を行わせた。これらにより大学

院生の倫理感・責任感・積極性を育成するとともに、先

端的基盤知識の習得、国際討議能力の育成を行った。国

際シンポジウムに関する大学院生の評判は極めて高かっ

た。そのため、本教育プログラムが終了しても研究院長

裁量経費などにより予算立てを行い、国際シンポジウム

開催による大学院教育は継続して行うことを教授会で決

定した。また、ポスターの送付等によって積極的に広報

活動を行った結果、学外の歯科医師、他大学（岩手医科

大学、九州歯科大学、三重大学、東北大学、佐賀大学、

図２ 第１回国際シンポジウム（再生歯科医学）のポス

ター 

図３ 招聘教授によるシンポジウム講演 

図４ 大学院生による発表 
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鹿児島大学、新潟大学、岡山大学、東京大学、大阪市立

大学、九州歯科大学、徳島大学、松本歯科大学、昭和大

学、明海大学）、国外の大学（北京大学、Yousei 
University、Wahan University）から参加者を得た。 
 
競争的研究院内研究事業に関しては大学院生において

競争的環境を経験させ、研究における企画立案能力を育

成させる目的で行った事業である。本事業においては申

請書の一部を英文記載とすることにより英語能力の育成

も目的としており、採択された研究事業に関しては事業

の実施により、運営能力と倫理観、責任感、積極性を育

成した。大学院生が提出し、採択された課題に関しては

物品購入を含めて大学院生の主体性に任せたが、経理的

な面に関しては指導教員が確認を行い、適切な経理執行

を確保した。 
平成１７年度事業は８０件の申請から４１件を採択し

た。（表１）平成１８年度事業は５４件の申請から１７件

を採択した。（表２） 

 
選考方法は平成１７年度と１８年度は同様で、教務委

員会委員の８名全員で選考を行い、選考対象は申請書（図

５）のみとした。採点方法としては、それぞれの申請書

を４名の教務委員が「独創性・発展性」「論理性」「計画

性」「進捗状況」「概略評価」の５項目に関して採点し、 

 
それらの合計を総得点とし順位を付けた。なお、採択に

あたっては、基礎系講座と臨床系講座との間で採択率に

大きな差が出ないように配慮した。選考結果に関しては

教授会で承認を得た。 
また事業終了後に報告書（図６）を提出させ、競争的研

究院内研究事業の実施に関して点検を行った。論文の作

成や聞き取り調査から競争的研究院内研究事業が大学院

生の競争意識の育成や、基盤的知識の教授などに有効で 

 

図５ 競争的研究院内研

究事業申請書の一例 
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あることがわかった。 
 
競争的国際学会派遣事業に関しては国際学会において

発表および他の発表に対する質問を行うことを条件に大

学院生を国際学会に派遣した事業である。申請書（図７）

を教務委員会に提出させ、当該委員会において派遣の適

否を検討し、派遣が適当と認められたものに関しては教

授会に報告された。国際学会派遣後に報告書（図８）を

提出させた。競争的国際学会派遣事業の実施により大学 

 

院

生に国際性が付与された事とがわかった。 
 
若手教員による個別指導事業は、大学院生の指導担当

者を主任教授だけでなく若手研究者を充当することによ

り、より丁寧な個別大学院教育を行うとともに若手研究

者の指導能力の育成を図ったものである。大学院生指導

を希望する若手研究者に申請書（図９）を提出させ、教

務委員会において検討し採否を決定した。決定内容は教

授会で承認され、採択された若手研究者は学術研究員と

しての雇用を行った。個別指導事業終了後に報告書を提

出させ個別指導事業の点検を行った。（図１０）本事業自

体は若手教員および大学院生の双方に好評であったが、

事業に必要な雇用費用負担が大きく、継続性に問題があ

ることがわかった。本教育プログラム終了後は大学院指

導若手研究者の数を減らして研究院長裁量経費によって

継続性を確保することになったが、大学院生指導に対す

る公平性の確保に関して問題が残った。 

図８ 競争的国際学

会派遣事業報告書の

一例 

図７ 競争的国際学会派遣事業申請書の一例

図６ 競争的研究院内研究事業報告書の一例
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外国人教授・研究者招聘事業は国際シンポジウムで招

聘する外国人教授・研究者と比較して、より長期間の滞 

 
在を求め、より先進的な基盤分野の知識を教授すること

と、当該分野の国際討議能力の育成を目的としたもので

ある。短期招聘の場合と比較して、大学院生との人的関

係の構築が容易であることがわかった。 
 

JICAプログラムへの参画事業は、わが国において唯一

開催されているJICA歯学研修コースに大学院生を参 

 

図９ 若手教員による個

別指導事業申請書の一例

図１０ 若手教員による個

別指導事業報告書の一例 

図１１ 九州大学大学院歯学研究院がJICA から委託

されているわが国で唯一の歯学研修コースの開講式
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画させ、国際討議能力を修得させるとともに、将来の他

国の歯学国際リーダーとの交友を深めさせるものである。

（図１１、１２）JICA 歯学研修コースは４ヶ月間に渡

り開催されるため人的関係の構築が比較的容易に行える

が大きなメリットである。さらに研修生は多様なバック

グラウンドをもっており、大学院生が多様な社会と接す

ることができるのも大きなメリットであった。JICA 研

修コースは５年毎に再申請が必要となり、平成１９年度

に再申請を行う必要がある。JICA 予算のカットが通知

されており、継続性の確保が課題となる。 
 
国際討議力向上事業に関しては費用の問題から継続実

施ではなく、３期に分けておこなった。（図１３）第１期

は平成１８年１月～平成１８年３月の３か月間に１３２

時間の教育を行った。参加者は４１名であった。第１期

の実施において希望者が多かったことと、受講生のレベ

ルに相当の差が認められたため、第２期は事前面接とク

ラス分けを行った。第２期は平成１８年８月～１０月の

３か月間８８時間の教育を行い、２９名が参加者した。

第３期は平成１８年１２月～平成１９年２月の３か月間

に５０時間行った。第３期においては学位論文をまとめ

る時期にあたる大学院生が多かったことがあり、参加者

は１０名であった。大学院生から会話だけでなく英文記

載に関しても指導して欲しいという要望があり、そのた

め３３時間のオフィスアワーを提供した。実際には学位

論文をまとめる時期にあたっていたため、学位論文の英

文の添削指導が中心となっており、３３時間の実施時間

は不足気味であった。 
 外国人教員との会話（図１３）に関しては緊張感を持

って行えるが、より討議能力を高めるために大学院生同

士でも課題に対して英語による討議を行った。（図１４）

外国語による討議機会が増大するという長所はあったが、

大学院生同士での討議に気恥ずかしさを覚える者が多か

った。また、討議内容がどの程度有効であるかが判定で

きないという短所もあった。 

 
参加した大学院生の評判は極めてよく他学府の大学院

生から本国際討議能力向上事業への受講の打診もあった。

一方、受講した大学院生の語学力には相当の差があった。

クラス分けによる国際討議能力育成が好ましいが、コス

トアップにつながる。 
なお、受講した大学院生の国際討議能力の向上評価の

定量化を目的としてコース開講前後の英語能力評価を行

った。図１５に示すように英語討議コース受講後は英語

能力が顕著に向上していることが定量的にも確認できた。

本事業に関しても継続が極めて望ましい。来年度は学内

予算によって一部を開講する予定であるが、継続的な実

図１３ Native Speaker による国際討議能力向上事

業の実施風景 

図１４ 国際討議能力向上事業における１：１討議状

図１２ 歯学研修コースにおける大学院学生と研修

生の合同発表会 
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施に関して予算確保が重要な課題であることが明らかに

なった。 
このように大学院イニシアティブプログラムで実施し

た事業は全て本プログラムが目的とした国際歯学リーダ

ー育成に有用であることがわかった。一方、共通した問

題は事業実施に関する予算確保であった。 

 
 

(2)社会への情報提供 

 本教育プログラムに関してはホームページを基盤とし

て社会に情報提供を行っている。提供内容は教育プログ

ラムの内容、経過、成果等である。ホームページは歯学

研究院のホームページからリンクされており、アドレ

 

スは http://www.dent.kyushu-u.ac.jp/initiative である。

（図１６）また、本教育プログラム開始時には九州大学

として記者会見を行い、本教育プログラムの開始が新聞

によって情報提供された。さらに、個別の事業に関して

はパンフレットの送付などによる個別の広報活動を行っ

た。 
 

４．将来展望と課題 

(1) 今後の課題と改善のための方策 
 本教育プログラムの実施は歯学国際リーダーの育成に

極めて有効であることがわかった。特に国際討議能力の

育成を目的として行った英語討議コースの開催により討

議能力が著しく向上したことが定量的にもわかった。ま

た国際シンポジウムや外国人教授招聘、競争的国際学会

派遣事業によっても大学院生の国際性が育成された。こ

れらの課題は国際リーダーの育成に必要不可欠でありな

がら、経費的な問題でこれまでは教育がなされてなかっ

た内容である。 
すなわち、国際的指導者育成には必要であるが、単純

にわが国の環境においては特別の措置を行わない限り大

学院生が修得することはできない。大学院生サイドから

は大きな需要があるため、特別な措置を行った場合には

大きな教育効果がある。 
本教育プログラムにおいて各事業の有効性が認められ

たため、いかに各事業を継続的に実施するかが最大の問

題となる。国際シンポジウムの開催に関しては、大学院

生のみならず若手教員の企画運営能力の育成、倫理・責

任感の育成、国際討議能力の育成、基盤的先進的知識の

教授に極めて有効であるため、研究院長裁量経費などを

活用して継続実施することが平成１９年３月開催の教授

会で決定された。 
外国人教授・外国人研究者招聘事業に関しては九州大

学の招聘枠を活用して継続申請を行う。 
また、限定された予算において本教育プログラムの効

果を継続するためにはあらかじめ大学院生などに国際討

議力の基盤となる英語力を育成する必要がある。そのた

め学部学生、大学院学生を対象にe-learningによる英語

教育（ネットアカデミー）を平成１９年度より開始した。

現在単位化を教務委員会（大学院教育担当）および学務

委員会（学部教育担当）にて検討している。現在試行し

ているネットアカデミーによる英語教育に関しては専門

歯学英語のコンテンツが存在しない。そのため専門歯学

英語コンテンツの作成も検討中である。 
JICA プログラムへの参画に関しては平成１９年度末

に JICA プログラム「歯学研修コース」が終了する。そ

図１６ 大学院ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「歯学国際リーダー

の要請プログラム」のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ 

図１５ 英語討議コース開講前後における英語能力比

較 
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のため、コースの内容を改善した新しい歯学教育関係の

JICA プログラムを平成１９年度中に申請し、継続性を

確保する。 
基盤分野における継続的教育研究事業は特に問題がな

く継続される。 
 

 (2) 平成１９年度以降の実施計画 
 先に記載しているように、本教育プログラム継続実施

に関する最大の問題は経費的問題であり、研究院長裁量

経費などを用いて平成１９年度も重要事項を継続実施す

ることがすでに決定している。 
① 基盤的専門知識育成に関して 
・ 所属する教育分野における教育の継続的実施および

国際シンポジウムにおける先進的知識の習得 
・ 中間発表の実施によって研究能力の達成度を複数の

教員で把握する 
② 高い倫理観・責任感・積極性育成 
・ 所属する教育分野における個別指導 
・ 競争的原理による学会派遣事業による育成 
・ 国際シンポジウム開催企画運営による育成 
・ 中間発表時の優秀者に対する研究院長賞、教務委員

長賞の導入 
③ 国際討議の能力の育成に関して 
・ ネットアカデミー（e-learning 学習コース）による

基礎的語学能力の修得に関しては試行を行う。委員

会にて単位化を検討中。歯学英語コンテンツに関し

ては新規作成を検討 
・ 外国人教授・外国人研究者招聘事業に関しては九州

大学の招聘枠を活用して継続申請を行う。 
・ 国際シンポジウムに関しては平成２０年２月に研究

院長裁量経費などによって継続実施 
・ 平成１９年度に開催されるJICA「歯学研修コース」

に参画する。 
④ 企画立案運営能力 
・ 国際シンポジウムや国内シンポジウムの企画運営立

案による育成。国内シンポジウムの一つ「再生歯科

医学シンポジウム」を平成１９年４月１２日に開催 
・ JICAに関する事業企画立案運営に関与させる。 
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「魅力ある大学院教育」イニシアティブ委員会における事後評価結果 

 

【総合評価】 

□  目的は十分に達成された 

□  目的はほぼ達成された 

■  目的はある程度達成された 

□  目的は十分には達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

国際的リーダーの育成のために日本人の不得意とする国際討議能力の向上を目指す教育等

は、日本人研究者の国際的活動を更に活性化する上で意欲的な試みであり、今後の継続的な展

開により、我が国の大学院教育の実質化に波及効果をもたらすことが期待される。 

また、本教育プログラムの取組については、ホームページ等により学内外に広く公開されて

おり、大学院教育の実質化のためのモデル事業として貢献している。 

今後、本教育プログラムの成果を検証し、教育プログラムにおける競争的研究院内研究事業

等の各事業の、大学院の教育課程との関係を明確にすることなどにより、更なる成果が期待さ

れる。 

 

（優れた点） 

・ 大学院生が将来国際的に活躍するための意欲向上に役に立つモデルである。 

（改善を要する点） 

・ 教育の基盤整備を重視する方向で恒常的維持の具体的方策を示す必要がある。 

・ 本教育プログラムにおける各事業を大学院教育の実質化につなげるため、例えばコースワ

ークに組み込むなど、更なる検討が必要である。  
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